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別添１ 開催要綱 

デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会 

「放送コンテンツの制作・流通の促進に関するワーキンググループ」 

開催要綱 

１．背景・目的 

デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会（以下「検討会」という。）

のとりまとめにおいて、ローカル局をはじめとする放送事業者の設備負担軽減に係る提

言の中で、コンテンツ制作に注力できる環境を整備していくことが重要であると言及さ

れている。 

こうした環境を整備する観点からは、放送事業者によるコンテンツの制作の促進に加

え、そうしたコンテンツがより幅広く視聴されるよう、放送やインターネット上におけ

る流通の一層の促進が重要となると考えられる。特に、地域情報の発信において、今後

ローカル放送局には大きな役割が期待されている。

以上を踏まえ、検討会の下に開催される会合として、「放送コンテンツの制作・流通

の促進に関するワーキンググループ」を開催し、インターネット時代における、放送コ

ンテンツの制作・流通を促進するための方策の在り方について、関係事業者等の協力を

得つつ、検討を行う。

２．名称 

本ワーキンググループは「放送コンテンツの制作・流通の促進に関するワーキンググ

ループ」と称する。

３．検討項目 

（１）放送コンテンツの流通の促進について

（２）放送コンテンツの制作の促進について

（３）その他

４．構成及び運営 

（１）本ワーキンググループの主査は、検討会座長が指名する。本ワーキンググループ

の構成員は、主査が指名する。 

（２）主査は、本ワーキンググループを招集し、主宰する。

（３）主査は、主査代理を指名することができる。

（４）主査代理は主査を補佐し、主査が不在のときは主査に代わって本ワーキンググル

ープを招集し、主宰する。 
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（５）主査は、必要と認める者を構成員又はオブザーバとして随時追加することができ

る。 

（６）主査は、必要に応じ、構成員及びオブザーバ以外の関係者の出席を求め、意見を

聴くことができる。 

（７）その他、本ワーキンググループの運営に必要な事項は、主査が定めるところによ

る。 

５．議事の取扱い 

（１）本ワーキンググループの会議は、原則として公開とする。ただし、公開すること

により当事者又は第三者の権利及び利益並びに公共の利益を害するおそれがある場

合その他主査が必要と認める場合については、非公開とする。 

（２）本ワーキンググループの会議で使用した資料については、原則として総務省のホ

ームページに掲載し、公開する。ただし、公開することにより当事者又は第三者の権

利及び利益並びに公共の利益を害するおそれがある場合その他主査が必要と認める

場合については、非公開とする。 

（３）本ワーキンググループの会議については、原則として議事要旨を作成し、総務省

の ホームページに掲載し、公開する。 

６．その他 

本ワーキンググループの庶務は、情報流通行政局情報通信作品振興課が、同局放送政

策課の協力を得て行うものとする。 
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別紙 

「放送コンテンツの制作・流通の促進に関するワーキンググループ」 

構成員名簿 

（敬称略・主査を除き五十音順） 

＜構成員＞ 

（主査） 山本
やまもと

 龍彦
たつひこ

慶應義塾大学大学院法務研究科 教授 

（主査代理） 内山
うちやま

 隆
たかし

青山学院大学総合文化政策学部 教授 

東京大学大学院工学系研究科 教授 

荒井
あ ら い

 ひろみ 理化学研究所革新知能統合研究センター 

ユニットリーダー

有賀
あ り が

 敦
あ つ

紀
の り

中央大学文学部心理学専攻 教授 

飯塚
い い づ か

留
る

美
み

一般財団法人マルチメディア振興センター 

調査研究部 研究主幹 

大谷
おおたに

 和子
か ず こ

株式会社日本総合研究所 執行役員 法務部長 

落合
おちあい

 孝
た か

文
ふ み

渥美坂井法律事務所・外国法共同事業 

プロトタイプ政策研究所所長・シニアパートナー弁護士 

音
お と

 好宏
よしひろ

上智大学新聞学科 教授 

長田
な が た

三
み

紀
き

情報通信消費者ネットワーク 

西田
に し だ

 亮
りょう

介
す け

日本大学危機管理学部 教授 

東京工業大学特任教授 

長谷川
は せ が わ

敦士
あ つ し

武蔵野美術大学造形構想学部 教授 

株式会社コンセント 代表取締役社長 

林
はやし

 秀
しゅう

弥
や

名古屋大学大学院法学研究科 教授

福井
ふ く い

 健
け ん

策
さ く

骨董通り法律事務所 代表 弁護士 

計 14名 

（オブザーバ）

日本放送協会、一般社団法人日本民間放送連盟、株式会社ＴＢＳテレビ、株式会社テレビ朝日、株式会社テレビ東京、

日本テレビ放送網株式会社、株式会社フジテレビジョン、株式会社 TVer、一般社団法人大手家電流通協会、 

一般社団法人電子情報技術産業協会（JEITA）テレビネットワーク事業委員会、一般社団法人 IPTVフォーラム、 
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一般社団法人放送サービス高度化推進協会（A-PAB）、一般社団法人放送コンテンツ海外展開促進機構（BEAJ）、 

グーグル合同会社、ヤフー株式会社、Netflix合同会社、一般社団法人全日本テレビ番組製作社連盟（ATP）、 

一般社団法人全国地域映像団体協議会、一般社団法人日本動画協会 

経済産業省商務情報政策局コンテンツ産業課 

情報流通行政局情報流通振興課、総合通信基盤局電気通信事業部利用環境課
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別添２ 開催状況 
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別添２ 開催状況 

「放送コンテンツの制作・流通の促進に関するワーキンググループ」 

開催状況 

○第１回（令和４年12月16日（金）10:00～）

（１）開催要綱の確認等

（２）放送コンテンツの制作・流通の促進に関するワーキンググループについて

（３）放送コンテンツを取り巻く現状について

（４）放送コンテンツの制作・流通の促進に関するワーキンググループの論点（案）

（５）立教大学社会学部砂川ゼミへのヒアリング

（６）意見交換

○第２回（令和５年２月21日（火）10:00～）

（１）放送コンテンツの流通の現状

（２）インターネット上における流通に関するヒアリング

（３）意見交換

○第３回（令和５年３月22日（水）13:00～）

（１）音構成員プレゼンテーション

（２）地域からの情報発信に関する放送局の取組についてのヒアリング

（３）意見交換

○第４回（令和５年４月６日（木）13:00～）

（１）コンテンツビジネスの現在に関するヒアリング

（２）グローバルに通用するコンテンツの制作・流通に関するヒアリング

（３）意見交換

○第５回（令和５年４月24日（月）13:00～）

（１）NHKとの共同制作による流通促進に関するヒアリング

（２）第１回から第４回までを踏まえた意見交換

○第６回（令和５年６月２日（金）13:00～）

（１）これまでの議論を踏まえた論点整理

（２）意見交換
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○第７回（令和５年６月16日（金）13:00～）

（１）プラットフォーム等の活用による放送コンテンツのインターネット上におけ

る流通促進方策に関する英国の動向

（２）これまでの議論の整理（プラットフォーム等の活用による放送コンテンツの

インターネット上における流通促進方策関係）

（３）意見交換

○第８回（令和５年８月９日（水）13:00～）

（１）取りまとめ骨子（案）

（２）意見交換

○第９回（令和５年８月24日（木）13:00～）

（１）取りまとめ（案）

（２）意見交換

○第10回（令和５年12月27日（水）13:00～）

（１）これまでの検討結果及び今後の検討項目について

（２）意見交換

○第11回（令和６年１月26日（金）16:00～）

（１）人材の育成・確保及び意欲あるローカル局等の後押しについてのヒアリング

（２）海外との取引機会の拡大についてのヒアリング

（３）放送コンテンツの海外展開概論についてのヒアリング

（４）意見交換

○第12回（令和６年２月28日（水）17:00～）

（１）クリエイター等人材確保・育成にも資するデジタル技術の活用方策についての

ヒアリング

（２）ローカル局の権利処理を円滑にできる効果的手法の検討についてのヒアリング 

（３）意見交換

○第13回（令和６年３月19日（火）17:00～）

（１）ローカル局における海外展開

（２）小規模中継局等のブロードバンドによる代替に係る権利処理

（３）諸外国における放送プロミネンスの現状

（４）意見交換
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○第14回（令和６年5月17日（金）17:00～）

（１）海外展開推進方策（海外向け配信）

（２）放送コンテンツの流通促進に向けた動画配信プラットフォームの在り方

（３）意見交換

○第15回（令和６年5月28日（火）10:00～）

（１）「放送コンテンツの適正な製作取引の推進に関する検証・検討会議」の検討状況

（２）これまでの議論の整理

（３）意見交換

○第16回（令和６年6月24日（月）13:00～）

（１）第２次取りまとめ（案）

（２）意見交換

付録－9



別添３ 課題ごとの構成員等の主な意見 
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別添４ 参考資料
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10インターネット利⽤の伸⻑

 令和２年度において、平日１日の平均利用時間での「インターネット利用」が「テレビ視聴」を初めて超過。以降差が拡大。

 休日１日の平均利用時間についても令和４年度同様に超過。令和5年度は差が拡大。

「ネット利⽤」が
「放送（リアルタイム）」を超過

「ネット利⽤」が
「放送（リアルタイム）」を超過

【平⽇】

【休⽇】

出典︓総務省 情報通信政策研究所 令和５年度 情報通信メディアの利⽤時間と情報⾏動に関する調査 報告書（2024年6⽉）
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53インターネット利⽤の伸⻑（再掲）

 令和２年度において、平日１日の平均利用時間での「インターネット利用」が「テレビ視聴」を初めて超過。以降差が拡大。

 休日１日の平均利用時間についても令和４年度同様に超過。令和5年度は差が拡大。

「ネット利⽤」が
「放送（リアルタイム）」を超過

「ネット利⽤」が
「放送（リアルタイム）」を超過

【平⽇】

【休⽇】

出典︓総務省 情報通信政策研究所 令和５年度 情報通信メディアの利⽤時間と情報⾏動に関する調査 報告書（2024年6⽉）
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